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交通バリアフリー法検討事業
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2,0970000

2,0973,2722,848751

補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

1 360報酬
7 賃金
9 旅費
11 △360需用費
12 役務費
13 2,097委託料
14 使用料及び賃借料

款
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目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

経路を確保するため、新しい経路の設定が必要になる。また、特定事業実施の目標期間が
平成２２年であることから基本構想を策定し、各特定事業計画の実施を推進する必要があ

補正理由

る。

正が行われ、従来の特定旅客施設からの経路だけでなく、公園、駐車場を含めた連続的な
平成１８年６月に総合的なバリアフリー施策を推進するため「交通バリアフリー法」の改

　交通バリアフリー基本構想策定業務委託料一式　　２，０９６，８５０円
交通バリアフリー基本構想策定業務委託料
　今年度は報告書、リーフレット作成を行わない。　△３６０，０００円
印刷製本費
　４８０，０００円－現計予算１２０，０００円＝３６０，０００円
　＠８，０００円×１５人×４回＝４８０，０００円
　交通バリアフリー基本構想策定委員会委員報酬
審議会等委員報酬
を増加する。
交通バリアフリー法改正に伴い、基本構想策定業務を委託し、検討委員会を開催する回数
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